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２. 研究開発計画
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2. 研究開発計画

本研究開発実施の背景

• 2050年カーボンニュートラル実現のためには、CCUS技術に関す
る研究開発加速が急務。

• GI基金にて実施予定の他事業を含め、CO2からの機能性化学
品（ポリカーボネート等）製造や、人工光合成等のグリーン水素
からアルコール類経由の基礎化学品製造等では、原料としての
CO2が必要であり、CO2の分離回収技術の革新は不可欠。

• 世界で拡大するCO2分離回収市場において、産業競争力を強
化してシェアを拡大し、カーボンニュートラルの実現に貢献するため、
分離素材開発〜実用化・商用化の流れを加速する必要がある。

• 次世代の革新素材・技術の開発、およびその社会実装を加速す
るため、CO2分離回収にかかる標準評価共通基盤を構築する。

第8回 産業構造審議会（CO2分離回収第2回WG）資料より抜粋
（2021/12/23開催）

標準評価共通基盤においては、ラボからベンチスケールまでの各ステップで標準となる評価・分析法、劣化メカニズムを想定し
た耐久性評価手法の開発により素材開発からプロセス設計までをシームレスに加速する。また、研究開発から得られる知見、
ならびに市場での課題等、情報共有のハブとしての機能により、開発加速のみならずCO2分離回収分野の研究拠点として
の機能を果たす。
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2. 研究開発計画

国内企業ヒアリング結果の概要

◼ パイロット〜実機レベルの対応が求められ、開発段階の分
離素材の評価が不可

◼ 現地条件（法規対応等）に沿って開発するため、企画〜
試験の全ての段階で時間が必要

◼ 現地企業が優先されるため、スケジュール通りの評価が困難
◼ 知財保護、経済安全保障上の懸念

➢ 現在は日本のCO2回収技術は海外技術に対して優位性があるが、今後も優位

性を保つためには、日本国内に実ガス試験が可能な共通評価基盤が不可欠

（３）海外の実ガス試験設備を利用する上での課題

◼ サイトの確保、法規対応・申請作業等に時間を要する
◼ 実ガス試験実施には十分な初期予算の投入が必要である

（１）産業界からの要望

（２）個社での実ガス試験における課題

ﾉﾙｳｪｰ
TCM

天然ｶﾞｽ火力
･石油精製

英国
UKCCSRC PACT
各種燃焼排ガス

豪州
PCC@CSIRO
石炭燃焼排ガス

米国
NCCC

石炭燃焼排ガス

中国
Haifeng CCC
石炭燃焼排ガス

ｶﾅﾀﾞ
Shand CCTF
石炭燃焼排ガス

International Test Center Network (ITCN)
CO2分離回収技術の研究開発を推進する世界各地の施設のグローバル連合
（2012年設立）

➢ 日本には試験の拠点が無い。

共通評価基盤の必要性

◼ 素材メーカー：
新規開発した自社材料の優位性を客観的に示したい

◼ エンジニアリング会社:
素材メーカー等が開発する様々な新規材料を客観的に
比較･評価したい
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標準評価共通基盤の役割：素材開発強化と橋渡し機能

WSやヒアリングで挙げられた産業ニーズの整理から、標準評価共通基盤では素材開発段階で「基礎的な共通試験」、「耐久性・劣化試験」の項目を満たす評価を想定し、

基礎特性用の純ガス・標準ガスと、対象排ガスでの分離回収性能評価、耐久性・劣化評価用の実ガス（天然ガス燃焼パッケージボイラ排ガス）を選定して試験を実施。

実ガス（パッケージボイラ燃焼排ガス）
（CO2<10%、O2、NOx、SOx等はボンベから供給
して調整⇒燃焼排気ガス直接利用＋成分調整が
自由度も高くベストな方法と判断）

基礎特性用の純ガス
（ボンベのCO2＋N2）

サイトごとの実ガス
（分離回収適用システムの排ガス等）

評価スケール
（tCO2/day）

10
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収
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エンジニアリング
会社側のニーズ

1.基礎的な共通試験

2.耐久性・劣化試験

✓ 整備された共通設備による素材開発側の研究障壁の低下

✓ プロセス開発側での多数の革新素材候補に対するスクリーニング負担の軽減

現状

新素材開発者 エンジ会社

•他の分離素材に対してどこをアピールすべき？
•どこで強みを発揮できる？
•そのためにはどんなデータが必要？
•契約前の情報開示は避けたい…

•どんな条件で試験したか詳細不明…
•売込に来られてもどこまで信用できる？
•秘匿情報が多すぎて判断できない
•初期は良くても劣化してしまうのでは？

仲介

•標準評価法に基づく基礎特性
•加速劣化試験による時間短縮
•プロセスシミュレーションでシステム評価
•IPを保護しつつ、必要なデータの開示

課題・長所など
のフィードバック

プ
ロ
セ
ス
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で

一
次
評
価

2. 研究開発計画
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CO2分離素材の標準評価共通基盤

エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第６
回）資料 「CO2の分離回収等技術開発」プロジェ
クトの研究開発・社会実装の方向性 より抜粋

経
時
変
化

（
劣
化
）

基
本
性
能

ス
ケ
ー
ル

ア
ッ
プ
対
応

• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法
の開発（標準評価法の設計・構築）

• CO2回収量：<10kg/day
• 評価項目：吸収法（気液平衡、反応熱・比熱、反

応速度、連続分離回収性能など）、吸着法（吸着
平衡、吸着熱・比熱、連続分離回収性能など）、
膜分離法（透過係数、選択率など）

• 劣化メカニズムを想定した耐久性評価手法
の開発（加速劣化試験法の開発、劣化デー
タの蓄積・拡充）

• 分離回収技術ごとの劣化要因を整理し、その特性を
抽出できる耐久性評価手法を開発

• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法
の開発(標準評価法のデータ活用シミュレー
ション技術開発)

• 表計算ソフト等による分離回収に必要な所要エネル
ギー（動力・熱）の簡易計算

• 実ガスを用いた標準評価法の策定および
データベースの構築

• CO2回収量：100kg/day
• 運転時間~数百時間程度
• 試験設備：都市ガス焚きボイラ排ガス＋成分調整

機能（酸素、微量成分）

• 劣化メカニズムを想定した耐久性評価手法
の開発（加速劣化試験法の妥当性検討）

• 100kg/day規模の劣化試験実施によるデータ収集
を通じて加速劣化試験法の妥当性を検討し、耐久
性評価手法*を確立する。

*例えば酸化劣化や熱劣化の劣化試験の期間短縮

• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法の
開発(所要エネルギー・コストの高精度予測)

• 共通条件におけるプロセスシミュレーションにより、分離回
収プロセス全体での所要エネルギー、コストを高精度に
予測

Stage 1
スクリーニングと早期フィードバック

Stage 2
実ガス評価試験と耐久性評価

Stage3
実証試験

Stage４
商用化

実
規
模

（
数
千
Ｔ
Ｐ
Ｄ
）

パ
イ
ロ
ッ
ト
実
証

（
数
十
～
百
Ｔ
Ｐ
Ｄ
）

2. 研究開発計画

標準評価共通基盤における材料評価の流れ：標準ガスから実ガス評価への展開
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

革新素材・技術の社会実装の加速というアウトプット目標を達成するために必要な複数のKPIを設定

• CO2分離素材の標準評
価法の策定

• ①-1 素材特性評価法
の構築

• ①-2 素材評価に適した
分離性能評価法の構築

• ①-3 加速劣化試験法
の開発

• ①-4 シミュレーション技
術の開発

事業の実施内容

KPI

1

世界で拡大するCO2分離回収市場でシェアを拡大し、カーボンニュートラルの実現に貢献するため、
標準ガス及び実ガスを用いたCO2分離回収標準評価共通基盤を確立

アウトプット目標

• 技術開発レベルに合わせたCO2分離素
材の横並びの性能評価を可能とする、
吸収法・吸着法・膜分離法ごとの標準
評価法の策定

• 標準ガスを用いた連続分離回収試験
装置の整備

• 実ガスを用いた連続分離回収試験装
置の整備

• これまでの劣化試験に要する時間を
1/2 以下に短縮可能な試験法の開発

• 標準ガスおよび実ガスを用
いた統一的な性能評価法
の確立

2

• 国際標準化3

CO2分離素材の標準評価共通
基盤の確立

KPI設定の考え方

• 標準ガスを用いた各種CO2分離素材の
評価

• 実ガスを用いた各種CO2分離素材の評
価

• 要求性能の明確化、
• 標準評価法の発信・普及*

CO2分離素材を横並びで評価する手法は無く、優劣比較が困難。
開発初期段階にあるCO2分離素材等の性能評価では、標準ガス
を用いて、少量でも中立的な評価が可能な評価法を開発。実ガス
を用いる分離素材の評価に関しては、100kg-CO2/日規模の実ガ
ス試験センターの設置および実ガスを用いた分離性能評価法を開
発。加速劣化試験法やプロセスシミュレーションを含めたCO2分離回
収技術ごとの標準評価法を策定し、CO2分離素材の開発を加速さ
せるため、KPIに設定。

CO2分離素材を対象とした評価法の国際標準規格は未確立。
標準評価法を国内外に広く発信し、標準評価法のユーザーを増
やすことで国際標準化への道筋を拓くため、KPIに設定。

研究開発項目

新規に開発されたCO2分離素材の性能評価にも適合するよう、適
宜評価法の改良を進め、標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な
性能評価法を確立するため、KPIに設定。

*普及：国内外での利用検討の実施
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• CO2分離素材の
標準評価法の策
定

• ①-1 素材特性
評価法の構築

• ①-2 素材評価
に適した分離性
能評価法の構築

• ①-3 加速劣化
試験法の開発

• ①-4 シミュレー
ション技術の開発

• 標準ガスおよび実ガ
スを用いた統一的な
性能評価法の確立

• 国際標準化

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案

KPI 達成レベル 解決方法
実現可能性
（成功確率）

• 標準評価法が確立され、新
規分離素材について性能の横
並び評価が可能となっている
状態

• 中立で公平性の高い標準ガ
スを及び実ガスを用いた性能
評価設備の整備（回収技術
ごとに１基、計3基）

• ラボスケール・セミベンチスケー
ルの試験装置でこれまでの劣
化試験に要する時間を1/2以
下に短縮可能な試験法（各
分離回収技術ごとに１件、計
３件以上）が開発され、利
用が開始されている状態

• プロジェクト推進協議会（GI事業参
加者、CO2排出事業者、エンジメー
カー、大学・研究機関等）設置による
協力体制を構築

• 低圧、低濃度排ガスの評価方法の検
証に適した実ガス設備仕様の検討

• 分離素材開発者・エンジ企業が自由
に利用可能な、分離素材ごとの分離
回収エネルギーの定義と標準評価手
順を確立し、ベンチマークデータとともに
公開

• 分離素材ごとに影響因子の整理と劣
化メカニズムを想定し、劣化モードを再
現しつつ、耐久性評価を短時間化す
る試験方法を確立

高
（90％）
これまでの知見
の活用

※加速劣化
試験法につい
ては
中
（60％）
チャレンジングな
研究開発含む

高
（90%）
これまでの知見
を活用

• 要求性能の明確化、
• 標準評価法の発信・普及

構築した標準評価法が国内外
に普及し、国際標準化に向けた
環境が整った状態

• 標準評価法により構築したデータベー
スを活用し、各種CO2分離回収技術
ごとの要求性能を示す。

• セミナー・講演会の開催や、海外実ガ
スセンターとの連携により、標準評価法
の普及を図る。

中
（50％）
国際標準化は
各国への普及
が前提

1

2

3

現状

CO2分離回収技
術のための材料を
対象とした評価方
法の国際標準化
はなされていない

• 標準評価法が
無く、横並び評
価が困難。また、
実ガス評価は一
部のエンジ企業
に限定

• 劣化評価にはパ
イロットクラスの
実ガスで約1年
程度の時間が
必要

• 技術開発レベルに合わせた
CO2分離素材の横並びの性
能評価を可能とする、吸収
法・吸着法・膜分離法ごとの
標準評価法の策定

• 標準ガスを用いた連続分離
回収試験装置の整備

• 実ガスを用いた連続分離回
収試験装置の整備

• これまでの劣化試験に要する
時間を1/2 以下に短縮可
能な試験法の開発

• 標準ガスを用いた各種CO2

分離素材の評価
• 実ガスを用いた各種CO2分
離素材の評価

• 各種CO2分離回収技術の新
規材料評価（10種×３）を
実施可能な状態

独自研究開発によ
る不統一な評価

• 標準評価法に従い各種CO2分離素材
の性能評価を進め、データを蓄積・拡充
し、適宜評価法を改良

• 得られた性能評価に関するデータベース
を公開

*普及：国内外での利用検討の実施
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

パッケージ
ボイラー

ガスクーラー

ファン

燃焼排ガス

ガス組成制御ユニット*

ファン

吸収法* 吸着法 膜分離

各技術
2系統化

1系統最大
50 Nm3/h

* ガス組成制御ユニット：実ガス試験設備にはそれぞれのCO2分離回収技術に対して2系統化し、素材評価の効率を高める。

ユーティリティ
（電気、水、等）

ユーティリティ
（蒸気）

空気、不純物、等

ガス調整供給設備※軟水製造装置等の周辺機器

排ガス
清浄装置

実ガス試験センターの設置・運営

➢ RITE敷地および既存実験棟を活用し、パッケージボイラー及びCO2分離回収試験設備を設置する。
➢ 詳細仕様については、プロジェクト推進協議会からのサポート、助言を得て議論し、推進委員会の意見も踏まえて決定する。

パッケージボイラ―設備規模
（例）M社製都市ガスボイラーから

✓ 排ガス安定供給に必要な装置規模

項目 仕様

• 燃料

• 燃料消費量

• 相当蒸気量

• 最大排ガス量

• 使用電源

• 取扱者資格

都市ガス13A

20.3 Nm3/h

350 kg/h

1 t/d（CO2量で）

AC200V3相

不要
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

実ガスを用いた標準評価手法の開発

• CO2回収エネルギー・コストを試算可能な実ガスを用いた標準的な評価
方法を確立（JIS, ISOの規格、その他文献等を参考に、プロジェクト推進協議会で議論）

ex) 回収⇆再生サイクル時間、再生方法、原料供給圧力、etc…

• 確立した評価方法を基に、装置動力等（再生エネルギー、圧縮エネルギー

etc…）からCO2回収エネルギー・コストの試算方法を確立
（NETLの試算方法等を参考）

標準ガス 実ガス

回
収

放
散C

O
2
回
収
性
能

（膜分離の場合は、透過率と分離係数）

膜 吸収液 吸着剤

C
O

2
回
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
コ
ス
ト

すべての技術を横並びで評価

消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー

膜 吸収液吸着剤

素材

装置

CO2分離回収材料の実ガス試験
および評価基盤データベース構築

• 確立した標準評価方法を用いて、素材メーカーの新規材料の実ガス
試験を実施

• 標準素材についての実ガス試験データを蓄積し、各材料の評価指標
に係るデータベースを構築

回
収
コ
ス
ト
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
等

回収純度、効率等

膜分離法（標準ガス）

吸着法（実ガス）

吸収法（実ガス）

膜分離法（実ガス）

吸着法（標準ガス）

吸収法（標準ガス）

評価基盤データ例

吸収法 吸着法 膜分離

標準材料*
（各10種）

・MEA
・AMP＋PZ、など

・ゼオライト13X
・活性炭、など

・ポリイミド膜
・酢酸セルロース膜、など

評価指標により、標準ガス
試験に比べ、実ガス試験で
性能が低下する傾向
（イメージ：左図）
本研究開発項目では、標準
材料の両試験のデータを収
集、材料による差異の関係
を明確化し、種々の標準材
料のデータを開示することで、
新規材料開発を加速

＜評価指標（案）＞
⚫ CO2回収エネルギー、コスト、効率
⚫ 回収CO2純度
⚫ 長期信頼性（耐久性） etc…
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細 実ガス試験実施計画

短期試験
（CO2回収性能評価）

長期試験
（耐久性評価）

準備3日 連続試験7日 片付２日

準備3日 連続試験70日
（1680h）

片付２日

*連続試験中は
夜間自動運転

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

本事業
吸収法
吸着法
膜分離法

他のGI事業依頼、他*

短期試験（黒塗り） 長期試験（白塗り）

本事業では、各CO2分離回収技術（吸収法、吸着法、膜分離法）の試験を実施し、標準材料のデータを収集する予定。

試運転

* 「他のGI基金事業、他」について、設備稼働後の他のGI基金事業との連携を予定する。
また、それ以後についてもGI基金以外の材料メーカー等の試験利用を計画する。

【試験工程（案）】
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

• 分離回収技術の評価バウンダリと性能指標として分離回収エネ

ルギーをそれぞれ明確に定義し、次世代標準分離素材をベンチ

マークとした標準評価手順の構築を通して、これから登場する革

新的要素技術の中立かつ横並びの評価を実現する。

• 吸収液に関しては、気液平衡や反応熱の他、粘性など輸送物

性も含む基礎特性を評価するための標準的な試験条件・方法

等を開発する。

• 吸着剤に関しては、平衡論的基礎特性及び速度論的基礎特

性を評価するための標準的な試験条件・方法等を開発する。

• 分離膜に関しては、ボンベ供給の標準ガスを用い、標準分離膜

の基礎特性の標準的な試験条件・方法等を開発する。

標準評価法の設計・構築

【吸着剤】

回収率

透
過
速
度
、
分
離
係
数

●

●
●

●
● ●

▲
▲▲

▲

▲

▲

評価項目：透過速度、分離速度等

【分離膜】

【吸収液】

• 確立された標準評価法に従って、標準吸着剤及び新規吸着

剤についての基礎特性を測定し、データベースを構築する。

データの蓄積・拡充

シミュレーションによるエネルギー・コスト評価へ

反応熱測定の例 気液平衡測定の例

評価項目：気液平衡、反応熱、輸送物性等

評価項目：平衡論・速度論的特性

吸着等温線の例 破過曲線の例 透過速度・分離係数と回収率の関係

C
O

2
吸
着
量

Pressure (kPa)

出
口

C
O

2
濃
度

t (s)
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

• 標準評価法および耐久性評価法により得られたデータを

基に、統一した条件での分離に係る所要エネルギーやコ

ストを高精度に予測する手法を開発する。また、シミュ

レーション結果の解析から、所要エネルギーやコストに影

響する指標を提示する。

• 排ガス中のCO2濃度、回収率、回収CO2純度などを分離技

術に関わる統一した条件を設定する。

• 吸収プロセス、吸着分離プロセス、膜分離プロセスについて、

プロセスシミュレータ等による概念設計を行う。

• 共通条件におけるモデルを使ったプロセスシミュレーションの結

果から、物質収支やエネルギー収支を解析する支援ツールを

作成する。

所要エネルギー・コストの高精度予測

支援ツールの開発方法標準評価法のデータ活用シミュレーション技術開発

分離素材のデータ
プロセスシミュレータ
でのモデリング

プロセス特性の評価
各要素技術を解析する
ための支援ツールを開発

200
300

400
500

600

0

20

40

60

80

100

200 400 600 800 1000

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

運転条件1

【解析条件】
• 排ガス中のCO2濃度：
• CO2回収率：
• 回収CO2純度：
【解析結果】
• エネルギー消費量：

分離性能とコスト評価例

吸収液A 分離膜B 吸着剤C 吸着剤D

運
転
コ
ス
ト
（

J
P

Y
/
t-

C
O

2
）

条件例：
排ガス(CO2濃度14％)
回収CO2純度90％、回収率90％

所
要
エ
ネ
ル
ギ
ー
（

G
J
/
t-

C
O

2
）

回
収

C
O

2
純
度

(%
）

回収率(％)

0 20 40 60 80 100

70

80

90

100

回収率と回収CO2純度の両方を
満たす分離性能を特定

所要エネルギーと運転コスト等の
複数の指標を用いた評価
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

• 分離回収技術ごとの劣化要因を整理して、その特性を抽出できる加速

劣化試験法を検討・構築することで耐久性向上の技術開発を加速する。

• 化学吸収液に関しては、標準吸収液を用いて、酸素富化および高温条

件にて連続分離回収試験を実施し、短時間で評価する加速劣化試験

装置、試験条件及び方法を開発する。

• 吸着剤に関しては、標準吸着剤を用いて、吸脱着を高速で繰り返し、継

続運転による材の劣化を短時間で評価する加速劣化試験装置、試験

条件及び方法を開発する。

• 分離膜に関しては、夾雑成分を含む標準ガスを用い、標準分離膜の劣

化を短時間で評価する加速劣化試験条件・方法・装置を開発する。ま

た、劣化分離膜の材料特性の評価・解析技術を開発する。

加速劣化試験法の開発
【化学吸収】

【吸着剤】 【分離膜】

CO2

吸着前
CO2

吸着後

加熱/減圧

CO2/O2・H2O etc.

• 加速劣化試験法に基づき処理した分離素材の基礎特性を標準評価

法に従って測定し、耐久性向上のためのデータを蓄積・拡充する。

劣化データの蓄積・拡充
夾雑ガス濃度

劣
化
速
度
定
数

●

●
●

●■▲

▲

▲
▲

■

■

300K

350K

400K

実ガスによる妥当性の検討へ

B

F

D

A

E

C

000
023
.4B

A

C

D

EF

加速劣化試験のイメージ 試験結果例（劣化速度解析）

加速劣化試験システム例 試験結果例（CO2回収量）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

加速劣化試験法の妥当性の検討

実時間

C
O

2
回
収
性
能

実ガス試験の結果

予測される性能
（想定した劣化因子の見積が大きかった場合）

加速劣化試験法により
予測される性能
（想定した劣化因子の見積が小さかった場合）

• 実ガスを用いた耐久性試験により、加速劣化試験法より予測される性能と比較し、その妥当性を検討
• 加速劣化試験法の精度向上のために、性能予測の誤差要因および実ガス中夾雑成分の影響を解析

＜実ガスを用いた耐久性試験の目的＞

「加速劣化試験法の開発」と連携し、
実ガスを用いた耐久試験の結果をフィードバックすることで
加速劣化試験法の精度向上をはかる

C
O

2
回
収
性
能

実時間

加速劣化試験から予測される性能と
実ガスを用いた結果が良好に一致
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

研究開発項目の詳細

全ての技術（膜、吸収液、吸着剤）を
横並びで評価することのできる標準評価手法を確立

＜想定される評価指標＞
◆ 回収CO2純度
◆ 長期信頼性（寿命）

＜想定される評価項目＞
◆ CO2分離性
◆ CO2回収量、回収率
◆ 不純物の影響

データベース化

回
収

C
O

2
純
度

CO2分離性

＜データベースのイメージ＞

膜分離法（標準ガス）

吸着法（実ガス）

吸収法（実ガス）

膜分離法（実ガス）

吸着法（標準ガス）

吸収法（標準ガス）

＜CO2分離回収における有望材料の提示＞

構築した評価方法を用いた実ガス＋標準ガス試験の
データベースを活用し、分離回収技術の開発目標を
達成可能な有望材料を提示することが可能
（また、素材開発の指針も示唆することができる）

試験項目 吸収法 吸着法 膜分離法

1．平衡吸収量測定
（気液平衡曲線、吸着等温線） ● ● ―

2．速度評価
（破過曲線、吸収放散試験等） ● ● ―

3．材料物性データ
（反応熱、充填密度、粘度、強度等） ● ● ▲

4．回収⇄再生サイクル試験 ● ● ▲

5．透過分離性能評価
（透過速度、分離係数） ― ― ●

6．・・・・

＜標準評価手法のイメージ＞

●；必須評価項目、▲；必要に応じて評価する項目

標準ガス評価

実ガス評価

評価方法・結果

評価方法・結果
（耐久性試験等）

分離回収要求性能の確立と国際標準化・普及
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2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

研究開発項目・事業規模 実施スケジュール

2025 2030

実施主体

2032…

研究開発項目 研究開発内容

① CO2分離
素材の標
準評価法
の策定

①-2. 素材評価に適した
分離性能評価法の構築

AIST・早大

AIST・RITE・早大

①-3. 加速劣化試験法の
開発

①-1. 素材特性評価法の
構築

プロジェクト推進協議会の意見を反映
した標準ガス試験装置の設計・設置
（加速劣化試験装置と共用）
標準ガスを用いた性能評価法の開発

プロジェクト推進協
議会の意見を反
映して設計検討

AIST・早大
・京大・広大

①-4. シミュレーション技術
の開発

2022 2023 2024 2026 2027 2028 2029

◎ ◎ SG(1回目)

☆
◎ ◎SG(2回目)

☆
◎ ◎ ◎

評価プロトコル
の確立

プロジェクト推進協議会の意見を反映
した実ガス試験設備の整備

実ガスを用いた性能評価法の開発

装置設計・製作
試験法の検討

加速劣化試験
法の開発AIST・RITE・早大

実ガスを用いた長期試験の実施
による加速劣化試験法の妥当性
検討（各CO2分離回収技術）

プロジェクト推進協
議会の意見を反
映して設計検討

プロセスシミュレータ上
でのベンチ試験装置
の詳細モデルの開発

基礎特性データによ
る簡易評価ツールの
整備

標準評価法、耐久性評価法に基づ
くプロセスシミュレーションの精度向上

▲は主要設備導入時期
◎は技術・社会実装推進委員会（年2回以上予定）
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2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

実施スケジュール

2025 2030 2032…

研究開発項目 研究開発内容

② 標準ガス
および実ガ
スを用いた
統一的な
性能評価
法の確立

②-2. 実ガス試験評価お
よびデータの蓄積・拡充

AIST・早大

RITE

②-3. 耐久性評価データ
の蓄積・拡充

②-1. 標準ガス試験評価
およびデータの蓄積・拡充

2022 2023 2024 2026 2027 2028 2029

◎ ◎ SG(1回目)

☆
◎ ◎SG(2回目)

☆
◎ ◎ ◎

AIST・早大

研究開発項目・事業規模 実施主体

CO2分離素材の標準ガス試験
およびデータベース構築

CO2分離素材の実ガス試験
およびデータベース構築

新規分離素材への応用
課題の抽出と改良

開発した試験法に基づく新規
分離素材の評価実施

③ 国際標準
化

RITE・AIST

標準評価法の発信・普及
（セミナー・シンポジウム開催、海外発信、国際連携）

▲は主要設備導入時期
◎は技術・社会実装推進委員会（年2回以上予定）
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2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

NEDO

経済産業省

研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な性能評価
法の確立」
研究開発項目③
「国際標準化」
※②③は2025年度以降に実施予定

【AIST】

再委託

NDAを締結して、連携・協力

【RITE】

CO2分離素材の標準評価共通基盤

技術・社会実装推進委員会
主催：NEDO
参画メンバー：AIST、RITE、早大、京大、広大
オブザーバー：METI

プロジェクト推進協議会
研究開発推進のための助言、サポート

（プロジェクト実施の意思決定機関ではない）

メンバー：AIST・RITE、エンジニアリング会社、
素材メーカー、大学等

標準評価法の策定方針の協議、
データベースの共有等

CO2 の分離回収等技術開
発プロジェクト
研究開発内容

[1]天然ガス火力発電排ガ
スからの大規模CO2分離回

収技術開発・実証
[2]工場排ガス等からの中小
規模CO2分離回収技術開

発・実証

プロジェクトリーダー：
産総研 化学プロセス研究部門 遠藤明

京都大学
研究開発項目①
「 CO2分離素材の標準評価法の策定」

早稲田大学
研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な
性能評価法の確立」

広島大学
研究開発項目①
「 CO2分離素材の標準評価法の策定」

研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な性能評価
法の確立」
研究開発項目③
「国際標準化」
※②③は2025年度以降に実施予定

（総事業費/国費負担額：約23.5億円/約23.5億円）
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有

研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク

• RITEはIEAGHG主催の国際会議GHGTや
PCCCの国内開催のホストを担当している。

• ITCNの国内唯一のメンバーである。
• TC265/WG1(回収）のコンビーナ、セクレタ

リーをRITEが務めている。

• CO2分離素材の標準
評価法の策定

• ①-1 素材特性評価
法の構築

• ①-2 素材評価に適し
た分離性能評価法の
構築

• ①-3 加速劣化試験
法の開発

• ①-4 シミュレーション
技術の開発

• 標準ガスおよび実ガス
を用いた統一的な性
能評価法の確立

• 国際標準化

• 産総研および再委託先大学では、CO2分離回収技術に関す
る研究開発実績が豊富であり、標準評価法の構築に不可欠
な装置やプロセスシミュレーションモデルを既に保有。

• RITEが下記技術開発において蓄積している材料評価技術、
ノウハウ、経験等。
✓ 高炉ガスを対象とした吸収液開発
✓ 石炭燃焼排ガス等を対象とした吸収材開発
✓ 石炭ガス化ガスを対象とした分離膜技術開発

• 産総研では、分離素材の劣化要因の研究実績があり、分離
回収エネルギーに与える影響もシミュレーションによる予測も試
行中。

• RITEは、各CO2分離回収技術における標準ガス及び実排ガ
スによる素材の耐久性試験実績を有する。

• 産総研はCO2分離回収・資源化コンソーシアム
（2022年10月6日時点、法人会員101法人、
大学等特別会員65名）を有し、排出源、分離
素材、エンジ、CO2利用まで広く連携体制を構
築している。

• 産総研保有の高度な分析装置群の利用により
劣化試料のキャラクタリゼーションを迅速に行うこ
とが可能である。

• RITEは、吸収法、吸着法、膜分離法と異なる
CO2分離回収技術全てに取り組んでいる。

✓ 吸収液技術の成果は国内企業により実
用化済。

✓ 無機膜分野において産業化戦略協議
会（企業16社、大学有識者６名参
加）の産学連携組織を有し、ユーザー
企業や有識者との連携体制が構築され
ている。

• 研究開発の実施主体の保有設備を活用するこ
とで早期に標準分離素材での評価試験に着手
可能である。

• 素材の劣化耐久性の評価に関して、標準ガス、
実ガス試験の知見に基づくノウハウを活用できる。

1

2

4 • 国際会議等を通じて国際的な研究者ネットワークを構築。
• RITEは、国際テストセンターネットワーク（ITCN）の研究者、
技術情報のネットワークを有する。

• RITEは、ISO/TC265の国際・国内活動を主導する。
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

研究開発（技術）におけるリスクと対応

• 取得データの情報漏洩のリスク
→ 素材提供側は特許出願等の知財保護を済ま
せた上で基盤研と守秘義務契約を結ぶ等の対策を
講じておく。

• 耐久性評価手法開発のリスク
→ 分離素材ごとに影響因子を整理して劣化メカニ
ズムを想定し、耐久性評価を短時間化できる試験
方法を確立するが、予測確度と評価時間削減率は
トレードオフになる可能性があり、その情報も併せて
公開する。

社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

• 構築した標準評価プロトコルがユーザー（素材・エ
ンジメーカー）のニーズと一致しないリスク

→ 想定ユーザーを中心にプロジェクト推進協議会を
構築し、客観性・信頼性を担保する。

• 事業期間中の被分離ガスの趨勢が変化するリス
ク

→ 劣化主要因は本事業で発生可能であり、想定
ユーザーを中心に構築したプロジェクト推進協議会を
通じて実ガス評価方法の変更の承認を得る。

その他（自然災害等）のリスクと対応

• 自然災害発生による試験中断のリスク
→ ３種の分離回収技術を同時並行に進め、標
準ガスと実ガス評価の拠点を分散させることにより、
一方が機能しなくなってもある程度の評価が可能で
あり、リスク回避にもなっている。
→ 実ガス試験は排ガス源をパッケージボイラーとし
ており、機器取換、設備修繕等が容易であることか
ら中断期間を低減できる。

⚫ 事業中止の判断基準：基盤研事業のため、中止の判断基準は設けない

その他（研究開発責任者等）におけるリスクと対応

• 研究開発責任者やチームリーダー等中心人物が何らかの理由でプロジェクトに参画出来なくなった場合、組織としてどう継続性を担保するか
→ RITEにおいては、CO2排出削減技術の開発はRITE設立の趣旨でもあり、組織をあげて、温暖化対策技術に取り組むことを宣言をしており、仮に研究
開発責任者が何らかの理由でプロジェクトに参画出来なくなった場合においては、十分な業務遂行能力を有する者が研究開発責任者に着任する体制を構
築している。
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